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鶴巻温泉病院・回復期リハビリテーション病棟専従医

『重症リハビリ医療日数等制限差止請求事件』(3月 18日)、

および『後期高齢者等リハビリ入院制限等差止請求事件』(4月 11日)原告
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刑法:　犯罪の不成立及び刑の減免
第 37条 （緊急避難）

1. 自己又は他人の生命、身体、自由又は財産に対する
現在の危難を避けるため、やむを得ずにした行為は、
これによって生じた害が避けようとした害の程度を
超えなかった場合に限り、罰しない。ただし、その
程度を超えた行為は、情状により、その刑を減軽し、
又は免除することができる

✎ 病院勤務医の 36時間連続勤務はそれ自体が違法である

が絶対的な医師不足に対応しての緊急避難的措置

✎ ならば、少なくとも救急医療に従事する医師には刑法を

適用してはならない
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刑法:　犯罪の不成立及び刑の減免
第 38条 (故意)

1. 罪を犯す意思がない行為は、罰しない。ただし、法
律に特別の規定がある場合は、この限りでない

2. 重い罪に当たるべき行為をしたのに、行為の時にそ
の重い罪に当たることとなる事実を知らなかった
者は、その重い罪によって処断することはできない

✎ 飲酒運転が違法か否か知らない市民が警察に電話で尋ね

たらば、直ちに「それは違法」との回答が得られる

✎ 例えば、産科医が帝王切開するべきか否かに関して迷っ

た時、帝王切開しないことが罪か否かを、電話で警察や

所轄裁判所に問い合わせても回答は得られない

東京保険医協会　「医療関連死」シンポジウム　 2008 年 5 月 24 日 – p.3/19

刑法:　犯罪の不成立及び刑の減免
第 39条 （心神喪失及び心神耗弱）

1. 心神喪失者の行為は、罰しない
2. 心神耗弱者の行為は、その刑を減軽する

✎ 救急医療に従事する病院勤務医の多くは一ヶ月の時間外

労働が過労死と認定される水準を越えている

✎ 救急病院の勤務医は、24時間連続勤務後(当直明け)に手

術や危険をともなう検査を実施している

✎ 心神喪失ないし心神耗弱状態にある医師らに対しては少

なくとも刑事免責が必要であろう
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刑法:　第２８章　過失傷害の罪
第 211条 （業務上過失致死傷等）

1. 業務上必要な注意を怠り、よって人を死傷させた者
は、５年以下の懲役若しくは禁錮又は 100万円以下
の罰金に処する。重大な過失により人を死傷させた
者も、同様とする

✎ 長時間労働のため心神喪失ないし心神耗弱状態にある医

師らは、注意力が極度に低下した状態にある

✎ 飲酒運転や過労状態での航空機操縦は必要な注意を払う

能力を低下させるために、法律で禁じられている

✎ 医師に関しては、必要な注意を払う能力が著しく低下し

た状態での業務遂行が禁じられていないどころか、強

要されている
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医師の労働環境は事実上法律の枠外

厚生労働省は医師に関して労働基準法を適用していない

保険医療機関は医師の違法な長時間労働を放置している

飲酒運転および航空機パイロットの過労勤務は法律で禁
じられている

過労診療および飲酒診療は法律で禁じられていない

過労・飲酒という心神喪失状態での診療に関しては免責
とする実定法は存在しない.
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医師の現状からの論理的帰結

医師の労働環境は無法状態であるから、業務による有害
事象に関して、医師は刑事免責を堂々と要求しなければ
ならない

公的保険医療は国家が運営しているのであるから、保険
医療機関および保険医は民事賠償からの免責を要求しな
ければならない.
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死亡に関する年間訴訟件数の計算式

S = D� ru � (Rs + rc � ri � rs)

S 年間訴訟数 (s: suit)

D 患者の年間死亡数 (D: death)

ru 全死亡中の “予期せぬ” 死亡率 (u: unexpected)

Rs “予期せぬ” 死亡に対する直接の提訴率

rc “予期せぬ” 死亡中の医療安全調査委員会による調査率 (c: committee)

ri 調査対象中、医師に全く責任がないと断定できない事例の比率 (i: incident)

rs 医師に全く責任がないと断定できない事例に関する提訴率

Rs 過失の明白度× (1 － 医療安全調査委員会への信頼感 [0～ 1])× (1 － 医師への信頼感[0～ 1])

rs 報告書による過失の明白度× (1 － その時点での医師への信頼感[0～ 1]).
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後期高齢者特定入院基本料

一般病棟に入院して 91日目より後期高齢者に限って適用
一日当たり入院料が大幅に減額

検査や治療行為に保険から一円も払われない (包括化)
平均在院日数の計算対象化:　厚労省の規定を超える
と診療報酬減額

10月 1日から、脳卒中・認知症患者にも適用

10月 1日から、自宅等退院率 6割未満の回復期リハビリ
病棟は懲罰に処される:　既に重症者入院制限が始まって
いる

10月 1日から、障害者病棟の入院対象から脳卒中・認知
症患者を除外

10月 1日から、特殊疾患病棟の入院対象から脳卒中・認
知症患者を除外.
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後期高齢者特定入院基本料

後期高齢者には重症の脳卒中・認知症が多い

救急病院への影響

後期高齢者の入院を制限

重症の脳卒中患者や認知症患者の入院を制限

入院した後期高齢者に早期退院を強要する傾向強化

入院した後期高齢者の中で、重症の脳卒中・認知症
患者の行き場がないためベッドを占有

患者・家族の医師への不信増大

リハビリ病院に転院できないため救急病院で死亡⇒
医師への不信⇒医療安全調査委員会⇒必要なリハビ
リを受けたら助かった可能性を指摘⇒提訴

不本意な自宅退院増加⇒自宅で早期に死亡⇒同上⇒
提訴.
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後期高齢者診療料

厚労省によると提携の定義はなし、数は自由

厚労省の例示では提携先医療機関名は三箇所程度のみ

高齢者の急変は特に予想しがたい

患者・家族は急変時に提携病院に入院できると理解する
であろう.
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後期高齢者終末期相談支援料 (200点)
厚生労働省によると、「病状が急変した場合の延命治療等の実
施の希望の有無について記載」⇒希望しない場合の危険

急変にはいろいろな種類があり予測不可能

「急変時医療＝延命治療」ではない

突然の心室細動のごとく救命可能な急変時に何もしない
⇒後から提訴されかねない (特に療養病棟).
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後期高齢者終末期相談支援料 (200点)
厚生労働省によると、「急変時の搬送の希望並びに希望する際
は搬送先の医療機関の連絡先等」を記載

希望しない場合⇒不信⇒医療事故調査委員会の調査⇒治
癒・延命可能であったと判明⇒提訴

希望する場合⇒明示された搬送先が入院お断り⇒提携は
名ばかりと判明⇒不信感⇒提訴.
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後期高齢者終末期相談支援料 (200点)
厚生労働省によると、「終末期における診療方針について話し
合い、文書等にとりまとめ提供」

実際に終末期になってから、文書で合意した場合⇒おそ
らく問題なし

終末期でない時点での合意文書⇒延命治療なし⇒あとか
ら不信感⇒医療安全調査委員会⇒治療したら治癒の可能
性があったと判明⇒提訴.
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第三次試案とは別に必要な法改正

刑法 211条 1項　業務上過失致死傷罪
　この法律条項自体を廃止、あるいは保険医療従事者を
除外。

医師法 21条
　本来の立法趣旨を明記

民法 709条 (一般不法行為)
　保険医療に伴う損害の場合には、これを適用しない。
但し、保険医療従事者の故意による損害に関してはこの
限りではない [1].
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必要な法改正なしでは訴訟が増加

理由:

病院管理者の報告または家族の申立を契機としての医療
安全調査委員会による調査報告書は、それ自体が訴訟の
契機

後期高齢者に “ふさわしい” 診療報酬等の差別医療による
医師と家族・患者との関係悪化

必要な治療が拒否ないし打ち切られたための死亡
増大

差別医療による死亡⇒医療安全調査委員会への調査
依頼⇒必要なリハビリ等をしていたら死亡しなかっ
た可能性を指摘⇒提訴
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結　　語

1. 厚生労働省による障害者、認知症患者および後期高齢者
の差別医療政策 (迫害)は、10月 1日から本格化する

2. 患者・家族の医師への信頼は更に低下する

3. 業務上過失致死傷罪が現行通りである限り、第三次試案
をどのように修正しても、制度が創設されたらば、訴訟
が増加し、医療崩壊は加速することであろう

4. 万が一、厚労省の差別医療政策が放置され、しかも医療
安全調査委員会が発足することとなれば、療養病院およ
び診療所の医師の訴訟リスクも高まることであろう

5. 開業医と病院勤務医は一致して、差別的医療の撤廃、刑
事・民事免責なしでの医療安全調査委員会発足に反対す
るべきであろう.
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多田　富雄先生のメッセージ

　国政を担っている国会議員の皆様。

　こうして病床からメッセージを送ることをお許しください。

　今この国で起こっている恐ろしい現実を、ぜひ皆さんのお力で阻止していただきたいと、失礼

を省みず書いています。

　この 4月から施行された後期高齢者医療制度は、75 歳以上の患者、65歳からの障害者の命を
差別し、病気が治らない患者には、医療を制限し、早く死ねという、露骨な非人道的制度です。

もしこれを座視すれば、この国のモラルは破壊され、いつかは国自身が崩壊するのではないか

と、私は本気で憂いています。

　小泉改革で推し進められた強引な医療費削減政策は、まず無情なリハビリ制限を強行し、見る

見るうちに患者の療養権、医師の医療権を踏みにじった、今度の後期高齢者医療制度を生み出し

ました。この制度は、日本の医療を破壊し、医師の心を萎縮させ、高齢者や患者の人権を踏みに

じるばかりか、日本国憲法にも違反している疑いが濃厚だと私は思っています。

　世界に誇る国民皆保険まで崩壊させる危機を招いては、もはやこれを放置することはできませ

ん。私たち高齢者も戦います。どうかこの事態を国の危機と見て、この制度の撤廃までがんばっ

てください。

東京大学名誉教授　　多田富雄

(5月 7日、民主党の後期高齢者医療制度勉強会にて本田　宏先生が代読)

東京保険医協会　「医療関連死」シンポジウム　 2008 年 5 月 24 日 – p.18/19

　

References

[1] 井上清成. 国民のための公的医療—その再建策と具体的提案.綜合臨牀, Vol. 56, No. 12, pp.

3208–3212, December 2007.

東京保険医協会　「医療関連死」シンポジウム　 2008 年 5 月 24 日 – p.19/19


	刑法:　犯罪の不成立及び刑の減免
	刑法:　犯罪の不成立及び刑の減免
	刑法:　犯罪の不成立及び刑の減免
	刑法:　第２８章　過失傷害の罪
	医師の労働環境は事実上法律の枠外
	医師の現状からの論理的帰結
	死亡に関する年間訴訟件数の計算式
	textbf {後期高齢者特定入院基本料}
	textbf {後期高齢者特定入院基本料}
	後期高齢者診療料
	後期高齢者終末期相談支援料(200点)
	後期高齢者終末期相談支援料(200点)
	後期高齢者終末期相談支援料(200点)
	第三次試案とは別に必要な法改正
	必要な法改正なしでは訴訟が増加
	結　　語
	多田　富雄先生のメッセージ
	　

